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睦沢町住宅取得補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、本町への若者の定住促進及び地域経済の活性化を図るため、睦沢町に

定住する意思を持って住宅を取得した若者に対し、予算の範囲内において、補助金を交付

することに関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 新築住宅 自己の居住の用に供するために町内に新たに建設された一戸建て住宅又

は併用住宅（既存建築物を同一敷地内に建て替えたものを除く。）であって、その建設

後使用されたことのないものをいう。 

(2) 中古住宅 町内に既存する住宅のうち、過去に住居として使用され、睦沢町家屋課

税（補充）台帳に登録されているものをいう。 

(3) 定住 相当の期間居住する意思を持って、自己又は同居する者の所有し、又は共有

する住宅に住居を定め、かつ、当該住宅の所在地が住民基本台帳に記載されている者で、

生活実態があるものをいう。 

(4) 居住用床面積 専ら人の居住の用に供する部分の床面積をいう。 

(5) 転入者 新築住宅に定住するために他の市区町村から本町に転入した者で、転入す

る前３年間、本町の住民基本台帳に記載され、たことのないものをいう。 

(6) 町内建設業者 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２条第３項に規定する建

設業者又は同法第３条第１項ただし書に規定する軽微な建設工事のみを請け負うこと

を営業とする者で、法人にあっては町内に本店を有し、個人にあっては町内に主たる事

業所を有するものをいう。 

(7) 住宅を取得した日 登記事項証明書に記載された保存登記完了年月日及び所有権移

転登記完了年月日をいう。 

（対象住宅） 

第３条 補助金の交付の対象となる新築住宅（以下「対象新築住宅」という。）は、次の各

号の全てに該当するものとする。 

(1) 居住用床面積が５０平方メートル以上であること。 

(2) 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項各号に掲げる建築物に該当
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する場合は、同法第７条第５項又は第７条の２第５項に規定する検査済証の交付を受け

ていること。 

２ 補助金の交付の対象となる中古住宅（以下「対象中古住宅」という。）は、次の各号の

全てに該当するものとする。 

(1) 居住用床面積が５０平方メートル以上であること。 

(2) 購入価格（土地代を含む。）が２００万円以上であること。 

(3) ３親等内の親族から購入したものでないこと。 

（交付対象者） 

第４条 この要綱により補助金の交付を受けることができる者（以下「交付対象者」という。）

は、平成２４年４月１日以降に対象新築住宅又は対象中古住宅（以下「対象住宅」という。）

を取得した者であって、次の各号の全てに該当するものとする。 

(1) 補助金の交付申請時において、どちらかが満４０歳以下の夫婦または満４０歳以下

のひとり親世帯の父または母（以下「若者夫婦等」という。）。 

(2) 補助金の交付申請時において、対象住宅に若者夫婦等で定住していること。 

(3) 補助金の交付申請時において、申請者及び同居している者に市区町村税等の滞納が

ないこと。 

(4) 補助金交付後５年以上継続して、若者夫婦等で対象住宅に居住及び住所を有するこ

と。 

(5) この要綱の規定による補助金を過去に受け取ったことがないこと。 

(6) 申請者夫婦等の持分合計が２分の１以上でなければならない。 

（補助金の額） 

第５条 町長は、交付対象者に対し、補助金として対象新築住宅取得の場合は５０万円、対

象中古住宅取得の場合は２５万円を交付するものとする。 

２ 町長は、交付対象者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該各号に定める額を前

項の補助金の額に加算して交付するものとする。 

(1) 取得した対象新築住宅を町内建設業者が建設した場合 ５０万円 

(2) 交付対象者及びその世帯員全員が町外からの転入者である場合 ３０万円 

(3) 同居する義務教育終了までの扶養親族がいる場合 １人につき１０万円 

（補助金の交付申請） 

第６条 交付対象者は、補助金の交付を受けようとするときは、住宅取得補助金交付申請書

（様式第１号）に次に掲げる書類を添え、町長に申請しなければならない。 
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(1) 世帯全員の住民票の写し 

(2) 個人情報の閲覧に係る同意書（様式第２号） 

(3) 対象住宅の工事請負契約書又は売買契約書の写し 

(4) 登記事項証明書等（対象住宅の所有者がわかるもの） 

(5) 居住用床面積が明らかになる図面及び計算書 

(6) 第３条第１項第２号に該当する場合は、建築基準法第７条第５項又は第７条の２第

５項に規定する検査済証の写し 

(7) 転入者にあっては転入前の市町村における世帯全員の納税証明書 

(8) 前号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

２ 補助金の交付申請は、対象住宅を取得した日以降とする。 

３ 交付対象者は、対象住宅を取得した日から６か月以内にしなければならない。 

（補助金の交付決定） 

第７条 町長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当と認める

ときは住宅取得補助金交付決定通知書（様式第３号）により、補助金を交付しないときは

住宅取得補助金不交付決定通知書（様式第４号）により、当該申請を行った者に通知する

ものとする。 

２ 前項の規定による住宅取得補助金交付決定通知書をもって、交付額の確定の通知とみな

すものとする。 

（補助金の交付請求） 

第８条 前条第２項の規定により交付額の確定を受けた者が、補助金の交付を請求しようと

するときは、住宅取得補助金交付請求書（様式第５号）により町長に請求しなければなら

ない。 

（交付決定の取消し等） 

第９条 町長は、第７条第１項の規定により交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」と

いう。）が次の各号のいずれかに該当するときは、同項の規定による交付の決定を取り消

すことができる。 

(1) 偽りその他不正の手段により交付の決定を受けたとき。 

(2) 前号に掲げるもののほか、町長が補助金の交付を不適当と認めるとき。 

（補助金の返還） 

第１０条 町長は、前条の規定により交付の決定を取り消した場合において、既に補助金を

交付しているときは、当該補助金の一部又は全部を返還させることができる。 
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２ 第４条第４号の要件を満たさず、補助金交付決定の日から起算して、対象新築住宅に５

年以内に居住しなくなった場合は、５年に満たない期間分（補助金を５年で除した金額を

１年として計算する）を返還させることができる。 

３ 町長は、前項の規定により補助金を返還させようとするときは、住宅取得補助金返還通

知書（様式第６号）により、当該補助金を返還すべき者に通知するものとする。 

４ 前項の規定による通知を受けた者は、町長が定める期日までに補助金を町長に返還しな

ければならない。 

（補助金の返還の免除） 

第１１条 町長は、前条の規定にかかわらず次の各号のいずれかに該当し、交付を受けた者

等から申請があったときは、補助金の全部又は一部を免除することができる。 

(1) 死亡したとき。 

(2) 災害、疾病その他自己の都合によらず、やむを得ない事由により転出するとき。 

(3) その他町長が特に必要と認めたとき。 

（補足） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

（失効） 

２ この要綱は、平成３５年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日後においても、

この要綱の規定は同日までに取得した対象住宅に係る補助金の交付及び返還については、

なおその効力を有する。 

附 則（平成２４年６月１日告示第３６号） 

この告示は、平成２４年６月１日から施行する。 

附 則（平成２４年１１月２１日告示第６３号） 

この告示は、公布の日から施行し、平成２４年７月９日から適用する。 

附 則（平成２７年４月１日告示第８号） 

この告示は、平成２７年４月１日から施行する。 

  附 則 

この告示は、平成２８年６月１日から施行する。 


